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2012 年 11 月 28 日 

各 位 
会 社 名 イオンディライト株式会社
代 表 者 名 代 表取締役 社長 梅本 和典

(コード番号 9787 東証・大証 第一部)

お 問合せ 先 
執行役員 
コーポレートコミュニケーション本部長 

高橋 晋

(TEL．06-6260-5632)

マンションサービスにおける新会社設立に関するお知らせ 

当社は、本日開催の取締役会において、株式会社ファミリーネット・ジャパン（本社：東京都渋谷

区、代表者：代表取締役社長 城重 信夫、以下「ＦＮＪ」という）との共同出資によりマンション

サービスにおける新会社の設立を決議いたしましたので下記のとおりお知らせいたします。 

記 
１．新会社設立の理由 

当社は、『私たちは、お客さま、地域社会の「環境価値」を創造し続けます』という経営理念のも

と、お客さまの管理・運営にかかわる業務を一括してお引き受けする総合ファシリティマネジメン

トサービス(総合ＦＭＳ)事業＜＊＞を展開しております。 

当社は、従来からマンション管理事業を営んでおりましたが、居住者の方々の生活利便性を高め

るため、情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した新しいサービスについて検討しておりました。そこで、

新たなサービスを提供する上で核となるＩＣＴ基盤の構築に向け、インターネット接続サービスを

すでに約 16 万世帯へ提供し、日本最大級のマンション向けインターネット接続サービス会社である

ＦＮＪと共同で、新しいマンション管理サービス及びライフサポートサービスの提供を目的に、新

会社の設立を決定しました。 

新会社は、マンション管理組合の皆さまに、ＩＣＴを活用した管理サービス、リフォームやエネ

ルギーマネジメントサービスを積極的に展開してまいります。 

また、マンション居住者の方々に、イオングループの保有する生活に根ざした豊富なサービスと

総合ＦＭＳの多彩なサービスで、さらなる安全・安心・快適で省エネな暮らしを提案する新しいラ

イフサポートサービスを提供していまいります。 

なお、当社は、新会社の発行済株式総数の 85.8％を保有し連結子会社とする見込みです。 

 

＊「総合ファシリティマネジメントサービス（総合ＦＭＳ）事業」総合ビルメンテナンスやバックオフィスサポートを中心とし 

た多種多様なサービスメニューにより、お客さまのアウトソースニーズに対してワンストップでお応えするサービス業です。 

 

 

２．設立する新会社の概要 

（１） 名 称 Ａライフサポート株式会社 
（２） 所 在 地 東京都中央区 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 杉原 公 

（４） 事 業 内 容 

・マンション管理及び居住者生活支援に関わる人的サービス並び

に情報処理サービス、情報通信サービス及び情報収集・提供サ

ービス 

･インターネット等のネットワークを利用した各種商取引の媒

介、情報提供及び運営等に関する業務 

・マンションの管理適正化の推進に関する法律で定義されるマン

ション管理業 

･マンション管理に関するコンサルティング 
（５） 資 本 金 9,500 万円 
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（６） 設 立 年 月 日 2012 年 12 月（予定） 

（７） 大株主及び持株比率 
イオンディライト株式会社       85.8％ 

株式会社ファミリーネット・ジャパン  14.2％ 
 

 

３．株式会社ファミリーネット・ジャパンの概要 

（１） 名 称 株式会社ファミリーネット・ジャパン 
（２） 所 在 地 東京都渋谷区渋谷 3-12-18 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 城重 信夫 

（４） 事 業 内 容 
･インターネット接続サービス 

･ＩＣＴを活用した各種マンション向けサービス 

･スマートエネルギーサービスの提供 
（５） 従 業 員 数 110名(2012年10月末時点) 

（６） 資 本 金 ２億 7,000 万円 
（７） 設 立 年 月 日 2000 年 10 月６日 

資 本 関 係 
当社と当該会社との間には、記載すべき資本関

係はありません。 

人 的 関 係 
当社と当該会社との間には、記載すべき人的関

係はありません。 

取 引 関 係 
当社と当該会社との間には、記載すべき取引関

係はありません。 

（８） 当 社 と の 関 係 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
当該会社は、当社の関連当事者には該当しませ

ん。 
 
４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 2012 年 11 月 28 日 

（２） 新 会 社 設 立 日 2012 年 12 月（予定） 

（３） 事 業 開 始 日 2013 年１月（予定） 

 
 
５．今後の見通し 
本年度における業績への影響につきましては、軽微であると考えております。今後、業績見通しに

開示すべき重要な影響があることが判明した場合には、速やかに開示いたします。 
 

 

以  上 


